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調査等におけるオンラインツールの利用（試行）について
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納税者の皆様の理解を得ることを前提として、大規模法人を対象に調
査又は行政指導におけるオンラインツールの利用を試行的に実施して
います。

大規模法人を対象に令和５年７月から開始



新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機として、対面機会を抑制するこ
とを目的に、Ｗｅｂ会議システム等のオンラインツールを利用した調査対応を
要請されるケースが大企業を中心に多く認められておりました。

このため、税務行政のDXの推進の観点からも、納税者の皆様の理解を得る
ことを前提として、大規模法人を対象に、調査又は行政指導におけるオンライ
ンツールの利用を試行的に実施しています。

A：令和５年７月から試行を開始しています。

Ａ：国税局調査部及び沖縄国税事務所調査課が所管する法人の皆様となります。

Ａ：調査又は行政指導におけるオンラインツールの利用に当たっては、イン
ターネット利用のリスクも含め、納税者の皆様の理解を得て進めることを
前提としておりますので、「オンラインツールの利用に関する同意書」
（以下「同意書」といいます。）の記載内容についてご同意いただくとと
もに、オンラインツールの利用の際に使用するメールアドレスをご提供い
ただくものです。

なお、同意書につきましては、必要事項を入力後、e-Taxによりご提出
をお願いいたします。詳しくは調査担当者にお尋ねください。

概要

Ｑ１：いつから試行しているのですか。

Ｑ２：調査の試行の対象となる大規模法人とは。

Ｑ３：「オンラインツールの利用に関する同意書」とは。

同意書は国税庁ホームページ（ホーム / 利用者別に調べる / 法人
の方 / 大規模法人向けの情報を調べる / 調査等におけるオンライ
ンツールの利用（試行）について）に掲載しておりますので、ダ
ウンロードしてご活用ください。


